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論文内容の要旨
本論文の目的は、経済成長と変動のメカニズムを動学的一般均衡の枠組みの中で分析し、その政策含意を明らかに
することにある o 序章である第 1 章のあとに、 3 部 8 章で構成される本論が続く。第 I 部(第 2 、 3 章)は、生産に
おけるいわゆる「闘外部性 (threshold externali ties) J が引き起こす経済成長・変動を考える o 第 E 部(第 4 、 5 章)
では、パブ、ル資産が経済成長と経済厚生にどのような意味を持っかが議論される o 第E部(第 6 、 7 章)は、研究開







(learning by doing) によって関外部性が発生する場合を考え、標準的な新古典派成長モデルを拡張している。ここ
でも複数均衡経路が導出され、とくに定常点へ収束することのない景気循環の可能性が極限閉軌道(limit cycle) の
形で示されている。
第 H部の 2 つの章では、 Weil型の世代重複モデルの中で、それ自体は配当を生み出さない無益資産 (useless asｭ
sets) -これをパブ、ルとよぷーが政府によって発行され、それが実際に保有されるような非効率均衡を考えて、バブ
ルの経済的意味合いを明らかにしているo 第 4 章では、パフソレの発行率と経済成長率の関係が分析されている o そこ


































ことが示されている。また、社会的競争心が経済成長をかえって鈍化させるという第 8 、 9 章の結論も示唆に富んで
いる。
問題点として、たとえば(1)第 6 章で特許の厚生分析を行なうにあたって、ファースト・ベスト解の分析がなされて
いないこと、 (2)第 9 章のモデルの設定はマクロの消費配分の問題というよりも、同一家計を営む夫婦問の「愛憎」に
基づく戦略的な消費配分の問題として解釈できること、 (3)各章とも実証上のインプリケーションをくみ取る努力がも
う少し望まれること、などの点が指摘できるが、これらは上述の貢献を損なう本質的なものではな ~\o
本論文は博士(経済学)の学位を授与するにふさわしい業績であると判断するものである。
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